
① 光熱費等に係る価格高騰分 ＋ 110,300千円 （ ＋ 110,300千円）

② 物価高騰に係る支援事業 ＋ 37,764千円 （ ＋ 37,764千円）

③ 感染症対策に係る事業 ＋ 59,807千円 （ ＋ 59,807千円）

④ 家庭児童相談システム改修事業 ＋ 2,200千円 （ ＋ 1,100千円）

⑤ 急傾斜地崩壊防止対策工事負担金の増額 ＋ 5,900千円 （ ＋ 5,900千円）

⑥ 放課後児童クラブ事業 ＋ 2,562千円 （ ＋ 856千円）

補 正 額：＋ 218,533千円 （ ＋ 215,727千円）

令和４年度一般会計補正予算（第４号）について

歳入歳出予算
当初予算額： 42,926,000千円

現計予算額： 43,751,099千円

補 正 額： ＋ 218,533千円

補正後予算額： 43,969,632千円 （＋1,043,632千円）

（補正額の内訳）

※ （ ）内は市負担額（内数）

※ （ ）内は当初予算額からの増減額
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【別紙】…前頁①～⑥に係る歳出予算の補正内容

（単位：千円）

国・県 その他 一般財源

総務費-総務管理費-財産管理費

庁舎維持管理費（光熱費）

教育費-小学校費-学校管理費

小学校維持管理費（光熱費）

教育費-中学校費-学校管理費

中学校維持管理費（光熱費）

教育費-幼稚園費-園管理費

幼稚園維持管理費（光熱費）

民生費-社会福祉費-社会福祉事業費

福祉センター維持管理費（光熱費）

土木費-道路橋梁費-道路橋梁総務費

公益灯等の管理に要する経費（光熱費）

土木費-都市計画費-公園緑地費

街路樹等施設維持管理費（光熱費）

消防費-消防費-常備消防費

消防庁舎維持管理費（光熱費）

（注） 「財源内訳」欄の「その他」は、国県支出金以外の特定財源（地方債、寄附金及び特定目的基金等）を示すもの。

事　業　名 事 業 概 要 補正額
財源内訳

＋6,000
原油等燃料価格の高騰により、当初予算で計上している電気使用
料及びガス使用料に不足が生じることが見込まれるため、所要額
を増額するもの。

＋18,800＋18,800

電力需給契約の相手方である株式会社ホープエナジーからの給電
が停止したことを受け、新たな電力契約による電力購入をする必
要が生じたことに伴い、当初予算で計上している電気使用料に不
足が生じることが見込まれるため、庁舎及び学校園の電気使用料
の所要額を増額するもの。
また、原油等燃料価格の高騰により、当初予算で計上しているガ
ス使用料に不足が生じることが見込まれるため、庁舎・学校のガ
ス使用料の所要額を増額するもの。

＋6,000

①

＋3,000

＋5,900

＋4,100 ＋4,100

＋5,900

＋35,300

＋17,200 ＋17,200

＋2,000 ＋2,000

＋35,300

原油等燃料価格の高騰により、当初予算で計上している電気使用
料に不足が生じることが見込まれるため、所要額を増額するも
の。

＋3,000

原油等燃料価格の高騰により、当初予算で計上している電気使用
料及びガス使用料に不足が生じることが見込まれるため、所要額
を増額するもの。
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（単位：千円）

国・県 その他 一般財源
事　業　名 事 業 概 要 補正額

財源内訳

教育費-社会教育費-図書館費

図書館維持管理費（光熱費）

教育費-社会教育費-市民会館費

市民センター維持管理費（光熱費）

土木費-都市計画費-公共駐車場費

駐車場事業特別会計繰出金

民生費-社会福祉費-障害者福祉費

障がい福祉サービス事業所等に対する
物価高騰対策支援事業

民生費-老人福祉費-老人福祉事業費

介護保険サービス事業所等に対する
物価高騰対策支援事業

民生費-児童福祉費-児童福祉総務費

障がい児通所支援事業所に対する
物価高騰対策支援事業

民生費-児童福祉費-保育所費

私立保育所等に対する
物価高騰対策支援事業

（注） 「財源内訳」欄の「その他」は、国県支出金以外の特定財源（地方債、寄附金及び特定目的基金等）を示すもの。

＋7,764

＋23,050

＋2,000

＋2,950

＋13,600

＋2,950

＋4,000

＋2,000

原油等燃料価格の高騰により、当初予算で計上している電気使用
料及びガス使用料に不足が生じることが見込まれるため、所要額
を増額するもの。

①

②

＋7,764

＋4,000

＋23,050

＋13,600

駐車場事業特別会計の光熱費等に係る価格高騰分相当額について
繰出金を追加するもの。

＋2,400 ＋2,400

原油価格・物価高騰等により光熱費、食材料費及び燃料代が上昇
し影響が生じている事業所等に対し、安定した介護・障がい福祉
サービスの提供を継続できるよう、負担軽減等を目的とし支援す
るもの。

原油価格・物価高騰等により光熱費、食材料費及び燃料代が上昇
し影響が生じている私立保育所等に対し、安定した保育サービス
の提供を継続できるよう、負担軽減等を目的とし支援するもの。
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（単位：千円）

国・県 その他 一般財源
事　業　名 事 業 概 要 補正額

財源内訳

総務費-総務管理費-一般管理費

行政手続きオンライン化推進事業

総務費-徴税費-賦課徴収費

証明書自動交付機導入事業

総務費-戸籍住民基本台帳費-戸籍住民基本台帳費

証明書自動交付機導入事業

教育費-教育総務費-教育指導研究費

新型コロナウイルス感染症に係る
オンライン授業環境拡充事業

民生費-児童福祉費-児童福祉総務費

情報共有システム連携に係る
家庭児童相談システム改修事業

消防費-消防費-災害対策費

急傾斜地崩壊防止対策工事負担金の増額

教育費-社会教育費-青少年対策費

放課後児童クラブ事業（業務委託料）

合　計 ＋218,533 ＋2,806 ＋5,300 ＋210,427

（注） 「財源内訳」欄の「その他」は、国県支出金以外の特定財源（地方債、寄附金及び特定目的基金等）を示すもの。

⑥

放課後児童支援員等を対象にした処遇改善事業が令和４年10月か
ら新たに子ども・子育て支援交付金で措置されることを受け、委
託学級の事業者が処遇改善の取組を継続して行うために必要な経
費を委託費として追加するもの。

＋2,562 ＋1,706 ＋856

新型コロナウイルス感染症等により登校できない児童生徒に対し
て、学校での授業の配信や相互学習を行うため、オンライン授業
用のタブレットＰＣの導入、オンライン授業を行う上で必須とな
る大型提示装置（小学校）及び特別教室用無線アクセスポイント
（中学校）の更新を行うもの。

＋16,129 ＋16,129

転居した際に自治体間で的確に情報共有を行うとともに、児童相
談所と市町村において夜間・休日も含め、日常的に迅速な情報共
有を行うため、全国統一の情報共有システムと連携するためのシ
ステム改修を行うもの。

＋2,200 ＋1,100④

⑤
県が実施する急傾斜地崩壊防止対策事業（奥池町等）について、
県による事業実施計画の見直しにより、工事が前倒しで実施され
ることとなったため、市の負担分を増額するもの。

＋5,900 ＋5,300 ＋600

③

＋1,100

＋796

＋7,152

＋35,730

＋796

行政手続きのオンライン化により、非接触型のサービスによる感
染症拡大防止の環境整備及び市民サービスの向上や事務効率化を
進めるため、旧来型の電子システムでは不足している「利用者の
回答の利便性」「電子決済」「個人認証」「申請フォームの作成
しやすさ」を満たす新たな電子申請システムを導入するもの。

＋7,152

＋35,730

市庁舎にコンビニ交付対応のキオスク端末を設置することで、新
型コロナウイルス感染拡大防止対策として、マイナンバーカード
を所持している方が、職員と非接触で証明書を取得できるように
するとともに、同端末利用で、証明書発行にかかる待ち時間を減
らし、市民サービスの向上を図るもの。
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第５０号議案 

   令和４年度芦屋市一般会計補正予算（第４号） 

  令和４年度芦屋市の一般会計補正予算（第４号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ218,533千円を追加し、歳入歳出予算

の総額を歳入歳出それぞれ43,969,632千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳

出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

（債務負担行為の補正）  

第２条 債務負担行為の追加は、「第２表債務負担行為補正」による。  

（地方債の補正）  

第３条 地方債の変更は、「第３表地方債補正」による。 

   令和４年８月２９日提出 

芦屋市長 伊 藤  舞    
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追　加

変　更

　　　文書共有システム及びタブレット型端末利用管理業務

　　　芦屋市道路施設等包括管理業務

災 害 対 策 事 業

起　　　　　債　　　　　の　　　　　目　　　　　的

　　　芦屋市放課後児童クラブ事業（宮川・山手・岩園・浜風）

第 ３ 表 地

第 ２ 表 債 

事　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　項

 務 負 担 行 為 補 正 
（単位　千円）

期　　　　　　　　　　　　　間 限　　　　　　度　　　　　　額

令和５年度から令和８年度まで 18,800

 方 債 補 正
（単位　千円）

44,200 49,500

補　　　　　正　　　　　前 補　　　　　正　　　　　後

限　　　　　度　　　　　額 限　　　　　度　　　　　額

令和４年度から令和５年度まで 11,660

令和５年度から令和６年度まで
業務委託料297,910に道路施設及び公園施設
の単価契約業務に要する額を加算した額
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１． 事 業 名

２． 事 業 場 所 芦屋市 地内外（位置図参照）

※補正該当箇所：奥池町、奥池南町、朝日ケ丘町

　（国庫補助対象箇所・県単独事業箇所）

３． 事 業 概 要 がけ地に近接した区域において、住民の生命を土砂災害から守るために実施する

工事。本来は、がけ地の土地所有者などが個々の責任において工事を行うべきも

のだが、土地所有者などが工事を行うことが困難又は不適当な場合に、県が代わ

りに工事を行うもの。

４． 補 正 理 由

５． 補 正 金 額 補正前

補正額

補正後

６． 位 置 図

　５，９００千円

３３，４００千円

事　　業　　概　　要

急傾斜地崩壊防止対策工事負担金

奥池町

県による事業実施計画の見直しにより、工事が前倒しで実施されることとなった
ため、市の負担分を増額するもの。

２７，５００千円

国庫補助対象箇所

県単独事業箇所

県単独事業箇所

県単独事業箇所
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■ 地方創生臨時交付金の配分上限額 （単位：円）

160,000,000

160,000,000

54,904,000

164,711,000

10,895,000

230,510,000

390,510,000

■

総事業費 交付金充当見込 予算区分

　濃厚接触者等に対する障がいサービス提供継続支援事業 804,000 804,000 補正予算第2号

　障がい福祉サービス事業所等に対する抗原検査キット等支給事業 2,000,000 2,000,000 補正予算第2号

　濃厚接触者等に対する介護サービス提供継続支援事業 2,160,000 2,160,000 補正予算第2号

　介護保険サービス等事業所に対する抗原検査キット等支給事業 3,500,000 3,500,000 補正予算第2号

　障がい児通所支援事業所に対する抗原検査キット等支給事業 1,600,000 1,600,000 補正予算第2号

 キャッシュレス決済ポイント還元事業 82,390,000 82,390,000 補正予算第2号

　電子図書館サービス電子書籍コンテンツ購入事業 10,681,000 10,681,000 補正予算第2号

　学校給食支援事業 4,165,000 4,165,000 補正予算第3号

　行政手続きオンライン化推進事業 35,730,000 35,730,000 補正予算第4号

　証明書自動交付機導入事業 7,948,000 7,948,000 補正予算第4号

　障がい福祉サービス事業所等に対する物価高騰対策支援事業 4,000,000 4,000,000 補正予算第4号

　介護保険サービス事務所等に対する物価高騰対策支援事業 23,050,000 23,050,000 補正予算第4号

　障がい児通所支援事業所に対する物価高騰対策支援事業 2,950,000 2,950,000 補正予算第4号

　私立保育所等に対する物価高騰対策支援事業 7,764,000 7,764,000 補正予算第4号

　新型コロナウイルス感染症に係るオンライン授業環境拡充事業 16,129,000 16,129,000 補正予算第4号

　抗原検査キット配布事業 6,402,000 6,321,000 R4予備費

　Saasによる行政情報デジタル化事業 584,000 584,000 R4当初予算

　ＩＣＴを活用した公共施設管理の実証実験事業 47,000 47,000 R4当初予算

　オンライン会議整備事業 127,000 127,000 R4当初予算

　ペーパーレス会議室へのテレビラック設置事業 68,000 68,000 R4当初予算

　手袋や消毒液等の衛生用品の購入事業 2,000,000 2,000,000 R4当初予算

　バス配車キャンセル料補填事業 990,000 990,000 R4当初予算

　各健（検）診における感染拡大防止対策物品購入事業 680,000 680,000 R4当初予算

　各健（検）診における体調確認事業 231,000 231,000 R4当初予算

　健（検）診予約システム運営事業 880,000 880,000 R4当初予算

　二十歳のつどいオンライン配信事業 300,000 300,000 R4当初予算

　電子図書館運営事業 2,520,000 2,520,000 R4当初予算

　トイレ自動ドア設置事業（図書館） 779,000 779,000 R4当初予算

　オンライン会議用備品購入事業（図書館） 53,000 53,000 R4当初予算

　感染症対策備品購入事業（図書館） 2,498,000 2,498,000 R4当初予算

223,030,000 222,949,000

■ 同交付金の対象事業（補助事業分）※繰越明許費分

総事業費 交付金充当見込 予算区分

 学校保健特別対策事業費補助金 17,550,000 8,775,000 R3明許繰越予算

小 計 17,550,000 8,775,000

合 計 240,580,000 231,724,000

※令和４年度一般会計補正予算第２号及び３号 107,300,000 107,300,000

　※令和４年度一般会計補正予算第４号（今回） 97,571,000 97,571,000

（対象とならないもの）
・ 市の負担額がない補助事業
・ 貸付金の財源とするもの
・ 休業補償の目的で行うもの
・ 具体の事業ではないもの（＝予備費の増額）
・ 新型コロナウイルス感染症対策ではないもの

小 計

同交付金の対象事業（市単独事業）

事　業

事　業

合 計

　　　　　同　　　　（令和４年１～３月補助事業分）

地方創生臨時交付金の配分上限額と同交付金の対象事業

地方創生臨時交付金（令和３年度繰越分）※ 市単独事業分

小 計

　　　　同　　　　（国令和３年度補正予算分）

　　　　　同　　　　（国令和４年度予備費分）※ コロナ禍における原油価格・物価高騰対応分

50-19



第５１号議案 

   令和４年度芦屋市駐車場事業特別会計補正予算（第１号） 

  令和４年度芦屋市の駐車場事業特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところ

による。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ2,400千円を追加し、歳入歳出予算の

総額を歳入歳出それぞれ50,400千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳

出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

   令和４年８月２９日提出 

芦屋市長 伊 藤  舞    
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